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神奈川県議会の本会議質問が始まりま

した。県民の皆さんからいただいた声を基

に、共産党県議団も 5日と 7日に質問を行

いました。内容については、後日詳報した

いと思います。 

子ども医療費助成の拡充を 

市町村から声届く 
12 月 3 日には、横浜市選出県議の議連

である「みなと会」に横浜市長が神奈川県

に対する来年度の予算要望の説明に来ら

れました。 

中でも、この間横浜市議団が粘り強く要

望し、来年度から中学 3年生までに拡充さ

れる小児医療費助成についての要望が目

を引きました。 

極めて低い県の助成対象 
現在、神奈川県も小児医療費助成を行っ

ていますが、未就学児までとなっています。

近県では、神奈川県の助成対象は極めて低

い水準です。 

また、市町村によって助成する割合も異

なっており、政令市に対しては未就学児の

医療費の 1／4 の助成しか行っていません。 

こうした現状に対して、横浜市からの予

算要望では「県下では、全ての自治体で学

齢期の児童を対象とした通院助成を実施

している状況を踏まえますと、安心して子

どもが受診できる制度を確保することは、

県民全体の強い要望」と指摘されており、

まさにその通りだと思います。 

切実な声に背を向ける県 

しかし、神奈川県は「本県の直近の制度

改正は平成 20 年度に行い、一部負担金と

して通院１回 200 円、入院１日 100 円を新

たに導入し、通院の補助対象を３歳未満か

ら小学校就学前に拡大しいたしました」

「平成 29年４月現在、47 都道府県のうち

約６割の 29 道府県が小学校就学前、また

はそれ以下の子供を補助対象としており、

全国的に見ておくれているとは考えてお

りません。こうしたことから、補助対象年

齢を引き上げることは考えておりません」

と、その眼差しは県民に向けられていませ

ん。 

県が導入した一部負担金を撤

廃できれば、どんなに市町村が

助かるか 
県が導入した一部負担金を住民負担に

ならないようにと多くの市町村が負担し

ています。この一部負担金をなくすことが

できれば、市町村ももっと拡充に踏み出す

ことができるのではないでしょうか。県の

試算では 5.3 億円で一部負担金をなくす

ことができます。 

大企業誘致には大盤振る舞いでも子ど

もの健康のためには使えないというので

しょうか。県の姿勢を改めさせるためにも

来春の選挙で必ず県議会に送り返してい

ただきたいと思います！ 

子育て支援を進めるなら、県が導入し

た子ども医療費の一部負担金撤廃を 

「みなと会」の要望説明する林市長 

「みなと会」の要望書 

８時間働けば普通に暮らせる

社会へ。消費税に頼らない道

はあります！ 

12 月 2 日、横浜駅西口での憲法共

同センターや神奈川労連の宣伝活動に

参加。「８時間働けば普通に暮らせる

社会」への道筋や、消費税に頼らない

社会保障財源の産み出しかたなどをお

話しさせてもらいました 


